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１ プラン策定の目的 

少子高齢化の進展や経済のグローバル化，ＩＣＴの進展など，社会経済状況が大きく

変わる中，中小企業は，人手不足，事業承継など，喫緊の課題を抱えており，国・県に

おいては，中小企業支援を強化する動きが高まっています。 

本市においては，本市産業を支えている中小企業の振興を推進することが市の産業施

策を進めていく上での重要な課題と捉え，平成２９年度改定の「うつのみや産業振興ビ

ジョン」の柱の一つとして「中小・小規模企業，地場産業の振興」を位置付けたところ

であり，ビジョンに掲げた施策の具現化に向け，本市における中小企業振興の基本理念

や具体的な取組等を明確化することで，市，中小企業者，支援団体等が一体となって中

小企業振興の施策を総合的・計画的に推進します。 

 
２ プランの位置付け 

本市の産業振興を図るための指針である「うつのみや産業振興ビジョン」の施策の具

現化に向け，工業，商業・サービス業を基本的な対象分野としつつ，農業，観光分野と

も連携を図り，中小企業の振興を推進するものです。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
３ 計画期間 

  本プランの計画期間は，２０１９（平成３１）年度から２０２２年度までの４年間と

します。 
 

第１章 プランの策定にあたって 

策定年：２０１７（平成２９）年度 
計画期間：２０１８（平成３０）年度 

～２０２２年度 

改定年：２０１７（平成２９）年度

計画期間：２０１８（平成３０）年度

～２０２２年度 

うつのみや産業振興ビジョン 

第６次総合計画

整合 

中小企業 

応援プラン 

整合 

・平成１１年 中小企業基本法改正 
・「未来投資戦略２０１８」 
・「まち・ひと・しごと創生基本方針 
 ２０１８」        等 

 
 

国 

・中小・小規模企業に関する振興条例 
・とちぎ産業成長戦略    等 

県 

改定年：２０１７（平成２９）年度 
計画期間：２０１８（平成３０）年度 

～２０２２年度 

改定年：２０１８（平成３０）年度 

計画期間：２０１９（平成３１）年度 

～２０２３年度 

観光振興プラン 食料・農業・農村基本計画 

商業・ 
サービス
業の振興

工業の振興

農業の振興 観光の振興
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１ 社会動向 

 

⑴ 社会経済の潮流 

① 人口減少，少子・高齢化 

・ 我が国の総人口は２０１５（平成２７）年で１億２，７０９万人と，国勢調査

開始以来，初めて人口が減少し，今後も人口の減少が進むと推測されています。 
・ 人口の推移を人口構造の変化からみると，年少人口（０歳～１４歳），生産年

齢人口（１５歳～６４歳）割合が減少している一方で，高齢者人口割合が増加し

ていることから，高齢化が加速していることがわかります。 
   
 
 

図表１ 将来人口の推計 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」 
（注）将来推計人口とは，出生中位（死亡中位）推計による。 

第２章 本市の中小企業を取り巻く環境 
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② 低成長期を迎えたわが国の経済成長率 

・ 我が国の国内総生産（ＧＤＰ）は，２００８（平成２０）年の世界金融危機，

２０１１（平成２３）年の東日本大震災という厳しい状況を経ながらも，近年は

プラス成長を続けており，２０１６（平成２８）年度には過去最高の５３７兆円

（名目）となっています。 
・ しかしながら，世界主要地域の経済成長率の推移をみると，人口構造が若く，

人口の増加が続く東南アジア・アフリカ諸国の高い経済成長率と比べ，先進国地

域では経済的に成熟し比較的低い成長率となっています。 
・ その中においても我が国は世界に先駆けて進む少子化・高齢化といった人口構

造の変化もあり，低い成長率で推移しており，人口構造や成熟した経済社会の状

況を踏まえると，今後も我が国は「低成長期」が継続することが予想されます。 
 
 
 
 図表２ 世界主要地域及び日本の経済成長率の推移 

 
 
 
 
 

資料：うつのみや産業振興ビジョン 
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③ グローバル化の進展 

・ 我が国の製造業は，安価な労働力を背景とするコスト競争力を理由に，アジア

など海外立地が進展してきましたが，これらの地域は経済成長により生産拠点と

してだけではなく消費地や近隣市場への流通拠点としての優位性が増しています。 

   ・ また，２０１８（平成３０）年末に，日本など１１か国が参加するＴＰＰ（環

太平洋パートナーシップ）協定が発効したことにより，日本企業の更なる海外展

開が見込まれます。 
 
 
 図表３ 日系企業の海外現地法人数と海外売上比率の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：うつのみや産業振興ビジョン 
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・ 訪日外国人旅行者数は，２０１２（平成２４）年の８３６万人から２０１７（平

成２９）年には２，８６９万人と約３．５倍にまで増加しています。国によるビ

ザ発給要件の緩和や為替変動などの要因もあり，安全で様々な観光資源がある日

本が選ばれつつあります。 

 
 
 
図表４ 訪日外国人旅行者数の推移 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：第２次宇都宮市観光振興プラン 
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④ 情報化の進展 

・ 政府は，第４次産業革命（ＩｏＴ，ビッグデータ，ＡＩ，ロボット）の技術革

新をあらゆる産業や社会生活に取り入れ，様々な社会課題を解決する「Ｓｏｃｉ

ｅｔｙ５．０」の実現を推進しており，産業構造は大きく変わろうとしています。 
・ また，近年，スマートフォンやタブレット型端末等の情報通信端末，インター

ネットの普及を背景に，楽天市場やＡｍａｚｏｎ等を始めとする個人向けＥＣ市

場は拡大しています。 
 
 
 
 
図表５ ＢtoＣ-ＥＣの市場規模およびＥＣ化率の経年推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：経済産業省「平成２９年度我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備 
（電子商取引に関する市場調査）」 
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・ ＩＣＴは，企業規模の大小にかかわらず，企業活動の時間，場所，情報の制約

を解消し，生産性の向上やビジネスチャンスの拡大に有効な手段です。 
一方で，大企業と中小企業の間の情報格差は未だに大きく，中小企業はＩＣＴ

をビジネスに十分活かせていない状況にあります。 
・ 産業別に売上を向上させている企業とそれ以外の企業のＩＣＴ化進展スコアを

比較してみると，全ての産業において，業績を向上させている企業の方がＩＣＴ

化の進展が高い状況にあります。 
・ 産業別にみると，スコアの差は商業や不動産業，サービス業で大きく，その差

が大きければ大きいほど，ＩＣＴ化による業績向上の効果が高いと言われていま

す。 
 
 

図表６ 企業規模別ＩＣＴ装備率 

 
 
 
 
 
 図表７ 産業別ＩＣＴ利活用状況（売上増加企業とそれ以外） 
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売上非増加

（スコア） 

資料：総務省「ＩＣＴによる経済成長加速に向けた課題と解決方法に関する調査研究」（平成２６年） 

資料：内閣府「平成２９年度年次経済財政報告」 
（注）ＩＣＴ装備率は，ソフトウェア資産の期首期末平均／期中平均従業員数 
   表中の大企業は資本金１億円以上（中堅企業を含む），中小企業は資本金１千万以上１億円未満 
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⑤ 雇用環境の変化 

・ 経済の緩やかな回復基調を背景に，全体の雇用環境は改善しています。 

２００９（平成２１）年に全ての従業員規模の企業で求人数が落ち込んだ後，

規模が小さいほど求人を増加させています。 
 
 図表８ 事業所規模別新規求人数の推移 

 

 
 

・ 中小企業を取り巻く雇用環境としては，生産年齢人口の減少，大卒予定者や転

職者の大企業志向の高まり等により，人手不足が深刻化しています。 
・ 過去５年の高校卒業者の充足率は減少傾向にあり，特に従業員が２９人以下の

企業では充足率の減少が著しく，足下では求人数の１／５程度しか確保できてい

ない状況です。 
 
 図表９ 従業員規模別高校卒業者充足率の推移 

 

 
 

資料：厚生労働省「一般職業紹介状況」

資料：厚生労働省「新規学卒者の職業紹介状況」 
（注１）各年の新規学卒者について，公共職業安定所及び学校において取り扱った求人，就職状況をまとめ

たもの 
（注２）充足率＝（就職者数／求人数）×１００ 
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・ 従業員規模別の大卒予定者の求人倍率を見ると，従業員２９９人以下の企業で

は，求人倍率は約３～４倍で推移してきましたが，足下では上昇傾向にあり，２

０１７（平成２９）年度は６．４倍と大きく跳ね上がっています。 
 
 
 図表１０ 従業員２９９人以下の企業の大卒予定者求人数・就職希望者数の推移 

 
 
 
 

・ 一方，従業員３００人以上では，毎年，就職希望者数が求人数をわずかに上回

る程度で，求人倍率はおよそ１倍程度で推移しています。 
 
 
 図表１１ 従業員３００人以上の企業の大卒予定者求人数・就職希望者数の推移 

 
 
 
 

資料：㈱リクルートワークス研究所「ワークス大卒求人倍率調査」

資料：㈱リクルートワークス研究所「ワークス大卒求人倍率調査」
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・ 小規模事業者は２０１０（平成２２）年の第三四半期以降人手不足の状況が続

いており，人手不足感は徐々に強まってきています。 
・ ２０１３（平成２５）年以降は，小規模事業者よりも中規模企業の方が従業員

の不足感が強くなってきており，中小企業全体で人手不足感が強まってきている

ことがわかります。 
 
図表１２ 企業規模別従業員数過不足ＤＩの推移 

 
 
 
 

・ ２０１３（平成２５）年第４四半期以降，全ての業種において従業員が「過剰」

と答えた企業の割合を従業員が「不足」と答えた企業の割合が上回っており，特

に建設業やサービス業において人手不足感が顕著に表れています。 
 
 図表１３ 業種別従業員数過不足ＤＩの推移 

 

 
資料：中小企業庁・（独）中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」  
（注）従業員数過不足ＤＩとは，従業員の今期の状況について，「過剰」と答えた企業の割合（％）から，

   「不足」と答えた企業の割合（％）を引いたもの 

資料：中小企業庁・（独）中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」 
（注）従業員過不足ＤＩは，今期の従業員数が「過剰」と答えた企業の割合（％）から，「不足」と答えた

企業の割合（％）を引いたもの
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＜高齢者の就業状況＞ 

・ 人手不足の主な原因である生産年齢人口の減少とは反対に，人口が増加傾向に

ある高齢者の就業状況を見てみると，男性の場合，就業者の割合は，５５～５９

歳で９０．３％，６０～６４歳で７７．１％，６５～６９歳で５３．０％となっ

ており，６０歳を過ぎても，多くの人が就業しており，完全失業者は，６０～６

４歳で３．２％，６５～６９歳で１．８％となっています。 

・ 女性の就業者の割合は，５５～５９歳で６９．０％，６０～６４歳で５０．８％，

６５～６９歳で３３．３％です。 

 

図表１４ 高齢者の就業状態 

 

 

 

 

・ 高齢者の就業意識について見ると，現在仕事をしている高齢者の約４割が「働

けるうちはいつまでも」働きたいと回答しており，７０歳くらいまで，もしくは

それ以上との回答と合計すれば，約８割が高齢期にも高い就業意欲を持っている

様子がうかがえます。 

 

 図表１５ 「あなたは，何歳頃まで収入を伴う仕事をしたいですか？」の設問に対する答え  

 

 

資料：内閣府「平成２９年度版高齢社会白書」

資料：内閣府「平成２９年度版高齢社会白書」
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  ＜障がい者の就業状況＞ 

   ・ 民間企業（５０人以上規模の企業：法定雇用率２．０％）に雇用されている障

がい者の数は４９５，７９５．０人（注）で，前年より４．５％（２１，４２１．

０人）増加し，１４年連続で過去最高となりました。 （注：短時間労働者は原則

０．５人カウント） 

 

 

図表１６ 民間企業における障害者の雇用状況－実雇用率と雇用されている障害者の数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「平成２９年 障害者雇用状況の集計結果」 
（注１）雇用義務のある企業（平成２４年までは５６人以上規模，平成２５年以降は５０人以上規模の企業

についての集計である。 
（注２）「障害者の数」とは，次に掲げる者の合計数である。 

平成１７年まで 身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）

        知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）

        重度身体障害者である短時間労働者 
        重度知的障害者である短時間労働者 

平成２３年以降 身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）

        知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）

        重度身体障害者である短時間労働者 
        重度知的障害者である短時間労働者 
        精神障害者 
        身体障害者である短時間労働者 
        知的障害者である短時間労働者 
        精神障碍者である短時間労働者 
       （身体障害者，知的障害者，精神障害者である短

時間労働者は０．５人でカウント） 

平成１８年以降 身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント） 
平成２２年まで 知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント） 
        重度身体障害者である短時間労働者 
        重度知的障害者である短時間労働者 
        精神障害者 
        精神障害者である短時間労働者 
       （精神障害者である短時間労働者は０．５人でカウント）

（注３）法定雇用率は平成２４年までは１．８％，平成２５年４月以降は２．０％となっている。 



14 

  ＜外国人の就業状況＞ 

   ・ 平成２９年１０月末現在，外国人労働者を雇用している事業所数は，１９４，

５９５カ所，外国人労働者数は１，２７８，６７０人で，前年より事業所数にお

いて１２．６％（２１，７９７カ所），労働者数で１８．０％（１９４，９０１人）

の増加し，外国人を雇用している事業所数，及び外国人労働者数ともに平成１９

年に届出が義務化されて以来，過去最高の数値を更新しました。 

   ・ 今後は，政府で２０１８（平成３０）年６月に，外国人の単純労働分野での就

労を容認し，在留資格を創設することの骨太の方針２０１８が閣議決定されたた

め，外国人労働者の増加が加速化することが予想されます。 

 

図表１７ 在留資格別にみた外国人労働者数の推移 

 
 

    

 

 

 

 

資料：厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況（平成２９年１０月末現在）」 

（注１）【】内は，前年同期比を示している。 
（注２）「専門的・技術的分野の在留資格」とは，就労目的で在留が

認められるものであり，経営者，技術者，研究者，外国料理

の調理士等が該当する。 
（注３）「身分に基づく在留資格」とは，我が国において有する身分

又は地位に基づくものであり，永住者，日系人等が該当する。

（注４）「特定活動」とは，法務大臣が個々の外国人について特に指

定する活動を行うもの 
（注５）「資格外活動」とは，本来の在留目的である活動以外に就労

活動を行うもの（原則週２８時間以内）であり，留学生のア

ルバイト等が該当する。 
（注６）平成２２年７月の入管法改正により在留資格「技能実習」

を新設（以前は「特定活動」） 
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⑵ 企業の動向 

  ① 企業数の変化と開廃業の動向 

   ・ 企業数全体は減少傾向にあり，２００９（平成２１）年から２０１４（平成２

６）年にかけて３９万者減少しています。これには，小規模企業の廃業が特に影

響しています。 
 
 
 
 図表１８ 企業規模別企業数の推移 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：総務省「平成１１年，１３年，１６年，１８年事業所・企業統計調査」，「平成２１年，２６年経済センサ

ス－基礎調査」，総務省・経済産業省「平成２４年経済センサス－活動調査」  
（注１）企業数＝会社数+個人事業者数とする。 
（注２）経済センサスでは，商業・法人登記等の行政記録を活用して，事業所・企業の補足範囲を拡大しており，

本社等の事業主が支所等の情報も一括して報告する本社等一括調査を実施しているため，「事業所・企業

統計調査」による結果と単純に比較することは適切ではない。 
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・ 開業率は，１９９３（平成５）年以降は２０１４（平成２６）年まで５％以下

の水準で推移していましたが，２０１５（平成２７）年は５．２％と，１９９３

（平成５）年以来５％を上回りました。 
・ 廃業率は，１９９０年代後半以降は概ね４～５％台を推移しており，２００２

（平成１４）年以降は廃業率が開業率を上回る年もありました。足下では３．８％

とやや低水準となっています。 
 
 
 
図表１９ 開業率・廃業率の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：厚生労働省「雇用保険事業年報」 
（注１）雇用保険事業年報による開業率は，当該年度に雇用関係が新規に成立した事業所数／前年度末の適用

事業所数である。 
（注２）雇用保険事業年報による廃業率は，当該年度に雇用関係が消滅した事業所数／前年度末の適用事業所

数である。 
（注３）適用事業所とは，雇用保険に係る労働保険の保険関係が成立している事業所数である。（雇用保険法第

５条） 
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・ 倒産件数は２００８（平成２０）年をピークに減少傾向にあり，２０１４（平

成２６）年以降，４年連続で１万件を下回っています。 
・ ２０１７（平成２９）年の倒産件数は，バブル期の１９９０（平成２）年以来

２７年ぶりの低水準となりました。 
 
 
 
図表２０ 倒産件数の推移 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：東京商工リサーチ「倒産月報」
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② 経営者の年齢 

・ 中小企業経営者の年齢分布図を見ると，１９９５（平成７）年に４７歳だった

ピーク年齢が２０１５（平成２７）年には６６歳へ移行し，２０２０年頃には，

団塊世代の経営者が大量に引退時期を迎えることから，後継者問題は喫緊の課題

となっています。 
 
 
 
 図表２１ 年代別に見た中小企業の経営者年齢の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：㈱帝国データバンク「ＣＯＳＭＯＳ２（企業概要ファイル）」再編加工  
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③ 企業の業況判断，経常利益，労働生産性等の推移 

・ 中小企業の業況判断ＤＩを過去１０年間の推移で見ると，リーマンショック後

の２００９（平成２１）年に大きく落ち込んでおり，以降，東日本大震災や消費

税引き上げの影響で落ち込みが見られた期間も存在しましたが，総じて改善傾向

で推移しています。 
 
 
 
 図表２２ 企業規模別業況判断の推移 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：中小企業庁・（独）中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」 
（注１）景況調査の景況判断ＤＩは，前期に比べて，業況が「好転」と答えた企業の割合（％）から，「悪化」

と答えた企業の割合（％）を引いたもの 
（注２）ここでは，中小企業とは中小企業基本法第２条第１項の規定に基づく「中小企業者」，小規模事業者と

は中小企業基本法第２条第５項の規定に基づく「小規模企業者」，中規模企業とは中小企業から小規模

事業者を除いた企業をいう。 
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・ 中小企業の経常利益の推移は，リーマンショック後の２００９（平成２１）年

に最も落ち込み，以降は緩やかな回復基調にあります。足下では，過去最高水準

で推移しており，大企業のみならず，中小企業へも経済の好循環が浸透しつつあ

ります。 
 
図表２３ 企業規模別経常利益の推移 

 

 
 

・ 中規模企業・小規模事業者の経常利益の推移を見ると，小規模事業者の経常利

益は緩やかな増加基調にあるものの，その伸びは力強さを欠いている様子がうか

がえます。 
 
図表２４ 中規模企業・小規模事業者の経常利益の推移 

 
 

資料：財務省「法人企業統計調査季報」 
（注）ここでいう大企業とは，資本金１０億円以上，中小企業は資本金１千万以上１億円未満の企業とする。

資料：財務省「法人企業統計調査季報」 
（注）ここでいう中規模企業とは，資本金１千万円以上１億円未満の企業，小規模企業とは資本金１千万未満

の企業とする。 
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・ 中小企業の売上高は，２０１１（平成２３）年，２０１２（平成２４）年に減

少傾向が続いた後，しばらく横ばいの状態が続いていましたが，２０１６（平成

２８）年に海外経済の好調等を背景に中小企業の売上は再び増加傾向に転じ，大

企業との差が縮小しつつあります。 

 

図表２５ 企業規模別売上高の推移 

 
 
 

・ 中規模企業・小規模事業者の売上高の推移を見ると，２０１６（平成２８）年

に，それまで横ばいで推移していた中規模企業の売上高が上昇して推移する一方，

小規模企業については中規模企業よりも低い水準で引き続き横ばい傾向を続けて

いることがわかります。 
 
 図表２６ 中規模企業・小規模事業者の売上高の推移 

 

 

資料：財務省「法人企業統計調査季報」 
（注）ここでいう大企業とは，資本金１０億円以上，中小企業は資本金１千万以上１億円未満の企業とする。

資料：財務省「法人企業統計調査季報」 
（注）ここでいう中規模企業とは，資本金１千万円以上１億円未満の企業，小規模企業とは資本金１千万未満

の企業とする。 
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・ 従業員あたり付加価値額（労働生産性）について，大企業は，リーマンショッ

クの後大きく落ち込みましたが，その後は総じて回復傾向にあります。 
一方，中小企業は一貫して横ばいで推移しており，２００９（平成２１）年以

降は大企業と中小企業の従業員一人あたり付加価値額の格差は広がり続けていま

す。 
 
 
 
図表２７ 企業規模別従業員あたり付加価値額の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：財務省「法人企業統計調査季報」 
（注１）ここでいう大企業とは，資本金１０億円以上，中小企業とは１億円未満の企業とする。 
（注２）平成１８年度調査以前は付加価値額＝営業純益（営業利益－支払利息等）+役員給与+従業員給与+

福利厚生費+支払利息等+動産・不動産賃借料+租税公課とし，平成１９年度調査以降はこれに役員賞

与，及び従業員賞与を加えたものとする。 
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④ 企業の設備投資の動向 

・ 中小企業の設備投資は，リーマンショック後の２００９（平成２１）年に大き

く落ち込んだ後，しばらく伸び悩んでいましたが，２０１３（平成２５）年に入

ると緩やかに投資額が伸び始めています。 
 
 図表２８ 企業規模別設備投資の推移 

 
 
 

・ 中規模企業と小規模事業者の設備投資の推移について見ると，設備投資の額に

差はあるものの，おおむね同様の動きで推移していましたが，足下では，中規模

企業の設備投資額は引き続き伸びている一方で，小規模事業者については２０１

４（平成２６）年をピークに減少傾向で推移しており，中規模企業との差が広が

りつつあります。 
 
図表２９ 中規模企業・小規模事業者の設備投資の推移 

 
 

資料：財務省「法人企業統計調査季報」 
（注）ここでいう大企業とは，資本金１０億円以上，中小企業は資本金１千万以上１億円未満の企業とする。

資料：財務省「法人企業統計調査季報」 
（注）ここでいう中規模企業とは，資本金１千万円以上１億円未満の企業，小規模企業とは資本金１千万未満

の企業とする。 
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・ 中小企業の設備は大企業の設備と比べて老朽化が進んでおり，足下の中小企業

の設備投資の増加は，設備年齢の上昇を背景とした更新投資の増加が中心と考え

られます。 
 
 
 
 図表３０ 企業規模別設備年齢の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：財務省「法人企業統計調査年報」より（一財）商工総合研究所「中小企業の競争力と設備投資」をもと

に中小企業庁作成 
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⑤ 企業の資金繰りの動向 
・ 中小企業の資金繰りＤＩの推移は，リーマンショック後の２００９（平成２１）

年を底として，それ以降は着実に改善傾向で推移しています。足下の２０１７（平

成２９）年では，リーマンショック前の２００７（平成１９）年を上回り，統計

開始以来過去最高水準で推移しています。 
 
 
 
 図表３１ 企業規模別資金繰りＤＩの推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：中小企業庁・（独）中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」 
（注１）景況調査の資金繰りＤＩは，前期に比べて，資金繰りが「好転」と答えた企業の割合（％）から，「悪

化」と答えた企業の割合（％）を引いたもの 
（注２）ここでは，中小企業とは中小企業基本法第２条第１項の規定に基づく「中小企業者」，小規模事業者と

は中小企業基本法第２条第５項の規定に基づく「小規模企業者」，中規模企業とは中小企業から小規模

事業者を除いた企業をいう。 
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・ 中小企業の貸出金の推移は，２０１２（平成２４）年以降上昇傾向をたどり，

足下について見ると，統計開始以来過去最高水準で推移しています。 
 
 
図表３２ 中小企業向け貸出金の推移 

 
 
 
 

・ ２０１６（平成２８）年度の全国の平均借入金利は１．４３％で，５年前の２

０１１（平成２３）年度比で０．３４ｐｔ減，１０年前の２００６（平成１８）

年度比では０．６８ｐｔ減となっています。 
・ 過去１０年の推移を見ると，低金利政策下での金融機関の競争激化などを背景

とし，２００７（平成１９）年度の２．２１％をピークにその後は一貫して低下

を続けており，２０１６（平成２８）年度まで９年連続の低下となりました。 
 
 図表３３ 全国平均借入金利の年度別推移 

年度 平均金利（％） 

２００６年度 ２．１１

２００７年度 ２．２１

２０１１年度 １．７７

２０１４年度 １．５９

２０１５年度 １．５３

２０１６年度 １．４３

 

 

 

資料：日本銀行「貸出先別貸出金」 

資料：帝国データバンク「全国・平均借入金利動向調査」 
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⑶ 国の動向 

① 中小企業・小規模企業の振興に係る法改正等 
 

・ ２０１０（平成２２）年６月 
「中小企業憲章」の閣議決定 

… 中小企業の歴史的な位置付けや，今日の中小企業の経済的・社会的役割など

についての考え方を基本理念として示すとともに，中小企業政策に取り組むに

あたっての基本原則や，それを踏まえて政府として進める中小企業政策の行動

指針を提示しました。 
・ ２０１３（平成２５）年６月 
 「中小企業基本法の一部改正（小規模企業活性化法）」の制定 
… 中小企業基本法を改正し，基本理念に小規模企業の意義として，「地域経済の

安定と経済社会の発展に寄与」を規定。小規模企業に対する中小企業施策の方

針として，「小規模企業の事業活動の活性化や成長発展に応じた支援」を明記し

ました。 
・ ２０１４（平成２６）年６月  

「小規模企業振興基本法（小規模基本法）」の制定 
… 小規模企業振興の基本原則として，中小企業基本法の基本理念である「成長

発展」のみならず，技術やノウハウの向上，安定的な雇用の維持等を含む「事

業の持続的発展」を位置づけるとともに，今後の小規模企業基本的施策の柱と

して，「総力をあげた支援体制」の構築や「地域との関係」等を規定しました。 
なお，政府は，同法第１３条に基づき，２０１４（平成２６）年１０月，政

策の継続性・一貫性を担保するため，「小規模企業振興基本計画」（５年間）

を策定しました。 
・ ２０１４（平成２６）年６月 
 「商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律の一部を改正

する法律（小規模支援法）」の制定 
… 商工会・商工会議所が，小規模事業者による事業計画の策定を支援し，その

着実なフォローアップを行う「伴走型」の支援を行う体制を整備するなど，市

町村や地域の金融機関等と連携して，小規模事業者の意欲ある取組を強力に支

援する体制を整備しました。 
 

② 中小企業支援体制の展開 
 

   ・ 認定経営革新等支援機関制度の創設（２０１２（平成２４）年８月） 
    … 「中小企業の海外における商品の需要の開拓の促進等のための中小企業の新た

な事業活動の促進に関する法律等の一部を改正する法律」により，経営革新等

を行う中小企業者等の経営状況の分析や事業計画の策定支援を行う者を認定す

る本制度を創設。２０１７（平成２９）年４月現在，金融機関や各種士業など

約２６，０００機関が認定を受けています。 
      ２０１６（平成２８）年６月「中小企業等経営強化法」によって対象業務を拡

充し，新たに，経営力向上を行う中小企業者等を支援する機関についても認定

対象として位置付けました。 
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   ・ 事業引継ぎ支援センターの創設（２０１１（平成２３）年～） 
    … 後継者不在に悩む中小企業，小規模事業者に対して，事業承継を支援するため，

各都道府県に事業引継ぎ相談窓口及び事業引継ぎ支援センターを設置しました。 
・ よろず支援拠点の創設（２０１４（平成２６）年６月） 

    … 様々な経営課題にワンストップ対応する相談窓口として各都道府県に設置し

ました。 
 
図表３４ 中小企業・小規模企業の支援体制 

 

 
 

③ 「成長戦略」における中小企業振興 

・ 安倍政権は，日本経済の再生に向け，１）大胆な金融政策，２）機動的な財政

政策，３）民間投資を喚起する成長戦略という３つの政策を「３本の矢」として

同時展開していくこととしており，１０年間の平均で名目ＧＤＰ成長率３％程度，

実質ＧＤＰ成長率２％程度の実現を目指すこととしています。 
・ ２０１３（平成２５）年，日本経済の再生に向けた「３本の矢」のうち３本目

の矢である，成長戦略，「日本再興戦略－ＪＡＰＡＮ is ＢＡＣＫ－」が閣議決定

されました。 

・ その構成は大きく「日本産業再興プラン」「戦略市場創造プラン」「国際展開戦

略」の３つのプランからなっており，２０１３（平成２５）年以降の日本再興戦

略もこれを基本として検討・改正が進められてきています。 

・ ２０１８（平成３０）年には新たな成長戦略として，「未来投資戦略２０１８－

「Ｓｏｃｉｅｔｙ．５．０」「データ駆動型社会」への変革－」が策定されていま

す。 

・ 「未来投資戦略２０１８」では，具体的施策として「中小企業・小規模事業者

の生産性革命の更なる強化」が挙げられており，生産性向上のための施策を「ベ

ストプラクティスづくり」の段階から本格的な「地域の現場への浸透」の段階へ

とシフトさせるとしています。 

資料：中小企業政策審議会 中小企業経営支援分科会 中間整理 
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・ 具体的には，１）中小企業・小規模事業者のＩＴなどの先端整備の投資促進，

２）各業種における生産性向上の具体的な取組みの促進，３）円滑な事業承継や

創業支援等，適切な新陳代謝，４）中小企業支援機関の強化，５）経営人材や中

核人材の確保など人材・ノウハウ支援の強化，６）地域中核・成長企業の投資拡

大・生産性向上，地域での戦略的取組，７）中小企業・小規模事業者の生産性革

命に向けた環境整備 を新たに講じる施策として挙げています。 

・ また，同戦略では，「ＡＩ時代に対応した人材育成と最適活用」に資する施策と

して，「女性活躍の更なる拡大」，「高齢者，障害者等の就労促進」などの労働市場

改革や外国人材の活躍推進に取り組むこととしています。 

 
④ 「地方創生」における中小企業振興 

   ・ 人口急減・超高齢化という我が国が直面する大きな課題に対し，政府一体とな

って，各地域がそれぞれの特徴を活かした自立的で持続的な社会を創生すること

を目指して，２０１４（平成２６）年，「まち・ひと・しごと創生本部」の設置が

閣議決定され，１）若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現，２）「東京一極

集中」の歯止め，３）地域の特性に即した地域課題の解決という３つの視点を基

本として，魅力あふれる地方を創生し，地方への人の流れをつくるとともに，経

済の回復を全国で実感できるようにするため，同年に「まち・ひと・しごと創生

法」が成立しました。 
・ また，法に基づき，２０１４（平成２６）年１２月に「まち・ひと・しごと創

生長期ビジョン」及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略」，２０１５（平成２７）

年１２月に「まち・ひと・しごと創生総合戦略２０１５改訂版」がそれぞれ閣議

決定され，２０１６（平成２８）年からは本格展開の時期として，地方創生に関

する政策パッケージの推進とともに，地方公共団体に対して情報・人材・財政面

からの支援が展開されています。 
   ・ 政策展開後４年目となる２０１８（平成３０）年に閣議決定された「まち・ひ

と・しごと創生基本方針２０１８～わくわく地方生活実現政策パッケージ～」で

は，地域経済の現状を，第二次安倍内閣発足以前と比較して，雇用・所得環境の

改善が続いている一方で，少子高齢化や人口減少といった構造変化に伴い，労働

供給の停滞が地域経済の制約となる可能性があると指摘しており，地方において

大多数をしめる中小企業は，大企業と比べて人手不足感が高まっていることや，

２０２５年に７０歳を超える中小企業等の経営者のうち約半数は後継者が未定で

あるといった課題を挙げています。 
   ・ そのような課題認識の下，上記基本方針では，各分野の施策として，１）ＵＪ

Ｉターンによる起業や中小企業等での就業（事業承継を含む）の円滑な実現や，

２）地方における女性・高齢者等による起業や中小企業等での就業（事業承継を

含む）の円滑な実現，３）地方における外国人材の活用，４）地域経済牽引事業

の担い手となる地域中核企業の発掘・支援，５）地域経済を支える事業創出環境

の整備などを掲げています。 
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⑤ 「関東経済産業局の戦略プログラム２０１７（改訂版）」における中小企業振興 
・ 関東経済産業局では，中期的（当面３年間）取り組むべき重点取組を「戦略プ

ログラム」として取りまとめ，産業構造の多様化に向けて，中小・ベンチャー企

業の新たな需要の創出や獲得などを後押しするため，取組を実行しています。 
・ 関東地域は，自動車関連産業に大きく依存する産業構造を抱えていることから，

自動車の電動化（ＥＶ化）やシェアリングの進展など，今後起こり得る大きなパラ

ダイムシフト及びオープンイノベーションの大きな潮流を踏まえ，２０１７（平成

２９）年，戦略プログラムの構成を大胆に見直し「関東経済産業局の戦略プログラ

ム（改訂版）」を取りまとめました。 
・ 戦略プログラムにおいて，関東経済産業局が重点的に実施する４つのプログラ

ムとして，１）ポストエンジン時代を見据えたオープンイノベーション，２）社

会課題への新たなソリューション，３）出会い・自己変容・成長，４）新事業創

出のための経営基盤強化を掲げており，地域における主要なプレーヤーである中

小・ベンチャー企業の技術・サービスの新用途開発を徹底的に後押しすることと

しています。 
 
 図表３５ 関東経済産業局の戦略プログラム２０１７（改訂版）の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 

資料：関東経済産業局 
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⑷ 県の動向 

  ① 中小企業振興条例 

    栃木県では，２０１５（平成２７）年に，県内の中小企業・小規模企業の振興を

図り，経済の健全な発展と県民生活の向上に寄与することを目的として「中小企業・

小規模企業の振興に関する条例」を制定しました。 
    本条例では，中小企業・小規模企業の振興に関し，基本理念を定め，県の責務等

を明らかにするとともに，中小企業・小規模企業の振興に関する施策の基本となる

事項を定めています。 
 

② とちぎ地域企業応援ネットワーク 

    栃木県では，「中小企業・小規模企業の振興に関する条例」の趣旨等を踏まえ，県，

市町，商工団体，金融機関及び専門家等，関係者が連携して中小企業・小規模企業

への支援を検討・実施する体制を整え，創業から事業承継まで，オール栃木で応援

していくことを目的に，２０１６（平成２８）年５月に「とちぎ地域企業応援ネッ

トワーク」を構築しました。 
    当該ネットワークでは，関係者全員を参加対象とする「全体会」のほか，各回の

開催内容に応じ柔軟に参加者を募る「プロジェクトチーム（ＰＴ）」（創業・金融・

事業承継・経営力向上支援）を設けています。 
    ２０１８（平成３０）年４月現在の構成員メンバーは，１２３団体・機関等に上

ります。 
 
図表３６ とちぎ地域企業応援ネットワーク概念図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ 商店街等空き店舗を活用した創業支援 
 ・空き店舗と出店希望者とのマッチング

支援 
■ 創業者成長支援の充実 
 ・支援メニューのパッケージ化  等 

創業支援ＰＴ 

■ 引継ぎ案件の掘り起し 
 ・金融機関連絡会議等の開催 
■ 円滑な親族内承継の促進 
 ・事業承継計画の策定支援 
■ 事業承継税制の活用促進   等 

事業承継支援ＰＴ

金融支援ＰＴ 

■ 金融と経営支援の一体的推進 
 ・県・市町制度融資の課題共有 
 ・事業性評価への取組支援 
■ 多様化する資金調達手段の活用促進

 ・ふるさと投資活用連絡会議の開催 等

■ ＢＣＰ策定支援人材の要請 
 ・地区別ワークショップの開催 
■ 経営革新計画の策定支援 
 ・支援ノウハウの共有化 
■ ＩｏＴの活用促進   等 

経営力向上支援ＰＴ

全 体 会

【構成員】 
国，県，市町，県域商工団体，

商工会，商工会議所，金融機

関，産業振興センター等支援

機関 等 
 
【目的】 
各構成員の連携強化による

一層効果的な中小・小規模企

業への支援実施 
①全体会：機運の醸成と支援

策等の情報共有 等 
②ＰＴ：テーマごとの支援策

検討と実施 等 
 
【共通テーマ】 
■ ポータルサイトの効果的

な運用 
■ 市町振興条例の策定支援
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２ 市内経済の現状 

⑴  本市の特徴 

  ①  人口 

   ・ 本市の総人口は，国や栃木県の総人口と同様に，今後，減少に転じていく見込

みです。 

     ２０１８（平成３０）年の約５２万人をピークに総人口の減少が始まり，２０

５０年には，約４５万人になると推測されます。 
 
 
 
 図表３８ 本市の将来人口の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人） 

資料：第６次宇都宮市総合計画 
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・ 今後，本市では少子・超高齢化社会の本格化が予想され，年齢別人口の構成比

は，これまで同様，老年人口比率が高まり，年少人口及び生産年齢人口の比率は

低下するものと見込まれます。 

 

 

 

図表３９ 本市の人口構成比の推計 

 

 

 

 

 

 図表４０ ２０１７（平成２９）年と２０２７（平成３９）年の各人口（推計）の比較 

      年

人口区分 

2017（平成 29）年 2027（平成 39）年 

人数   （人) 人数 （人） 2017 年との比較 

年少人口 69,976 60,041 85.8％

生産年齢人口 324,876 312,378 96.2％

老年人口 125,345 138,763 110.7％

 

 

 

 

 

 

（人） 

資料：第６次宇都宮市総合計画 
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・ 中核市における本市の高齢化率は，豊田市・岡崎市という我が国を代表する自

動車産業の集積地に次いで全国で３番目に高齢化率が低くなっています。 

・ また，全国の他都市圏と宇都宮都市圏（※）の高齢化率を比較しても，全国で

８番目に高齢化率が低く，宇都宮市及び宇都宮都市圏は全国的に人口構造が若い

都市圏・都市となっており，高齢化が進む我が国において，このような人口構造

の若さは，大きな強みといえます。 

 

 

 

 図表４２ 中核市・大規模都市圏の人口と高齢化率 

 

 

 

 

※ 都市圏とは 

経済活動の実態に即することができる地域設定として，ある自治体から他の自治体へ

の通勤・通学率１０％を基準に設定される「１０％通勤・通学圏」は，経済産業省・総

務省をはじめ政府において地域的な経済単位として採用しています。 

栃木県内には「宇都宮」「足利」「栃木」「小山」「大田原・那須塩原」の５つの都市圏

があり，このうち宇都宮都市圏は，８市８町（宇都宮市・鹿沼市・日光市・真岡市・矢

板市・さくら市・那須烏山市・下野市・上三川町・益子町・茂木町・市貝町・芳賀町・

壬生町・塩谷町・高根沢町）で構成され，栃木県民の５６．７％，１１２万人が居住す

る最大の経済圏となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

人口 高齢化率 人口 高齢化率

（万人） （％） （万人） （％）

1 豊田市 42.3 20.8% 東京 3,175.0 16.7%

2 岡崎市 38.1 21.6% 那覇 83.1 18.6%

3 宇都宮市 51.9 23.0% 福岡 261.2 21.6%

4 船橋市 62.3 23.1% 仙台 163.7 22.7%

5 西宮市 48.8 23.3% 名古屋 533.6 23.9%

6 越谷市 33.7 23.9% 金沢 81.8 24.7%

7 豊橋市 37.5 24.1% 広島 153.2 24.9%

8 柏市 41.4 24.4% 宇都宮 112.0 25.0%

9 大津市 34.1 24.6% 神戸 293.6 25.7%

10 大分市 47.8 24.7% 大阪 1,197.4 25.8%

市名 都市圏名

資料：うつのみや産業振興ビジョン 
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・ ２０１７（平成２９）年の市全体の年齢別人口増減を見ると，特に２０代にお

いて転入者が転出者を上回る「転入超過」の状況ですが，対東京圏（東京，神奈

川，千葉，埼玉）においては，「転出超過」の状況となっています。 

・ また，１０代，２０代の対東京圏への人口移動状況を性別ごとに見ると，特に

２０代の女性において，東京圏への転出が男性よりも多くなっています。 

 
図表４３ 本市の年齢別人口移動増減グラフ 

 
 
 
図表４４ 本市⇔東京圏における年齢別人口移動増減グラフ 

 

 
 
図表４５ １０代，２０代の対東京圏への本市の人口移動状況 

年齢別 10～19 歳 20～29 歳 全年齢合計 

本市の人口移動 
増減（全体） 

▲１３２人 
（男性▲３７，女性▲９５） 

８４２人 
（男性６９３，女性１４９）

４５人 
（男性９０，女性▲４５） 

対東京圏への 
人口移動増減 

▲２８４人 
（男性▲１４６，女性▲１３１）

▲３４１人 
（男性２１，女性▲３６２）

▲１，１０５人 
（男性▲４６４，女性▲６４１）

資料：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」より作成

資料：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」より作成
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② 交通・都市環境 

・ 本市を通る鉄道は，南北の幹線として東北新幹線，ＪＲ宇都宮線があり，東北

新幹線は東京から最速約５０分で直結しており，東京への通勤圏域となっていま

す。 

・ 道路は，南北には東北自動車道，国道４号が，東西には北関東自動車道が市内

を貫いています。 

 

 

 

 

 図表４７ 本市の交通環境 

 

 

 

資料：宇都宮市・企業立地のご案内 
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③ 教育機関・産業支援機関 

・ 市内には，多様な教育機関と産業支援機関が存在し，新技術の開発，優秀な人

材の発掘・供給，産学連携の取り組みなど，地域産業の発展を支えています。 

＜教育機関＞ 

■ 宇都宮大学 

   地域デザイン科学部，国際学部，教育学部，工学部，農学部 

■ 宇都宮共和大学 

   シティライフ学部，子ども生活学部 

■ 作新学院大学 

   経営学部，人間文化学部 

■ 帝京大学 宇都宮キャンパス 

   経済学部（地域経済学科），理工学部，医療技術学部（柔道整復学科） 

■ 文星芸術大学 

   美術学部 

■ 栃木県立県央産業技術専門校 

   機械技術科，制御システム科，自動車整備科，建築設備科，情報ネットワーク科 

■ 栃木県農業大学校 

   農業経営学科，園芸経営学科，畜産経営学科 

■ 栃木県立衛生福祉大学校 

   保健学科，看護学科，歯科衛生学科，歯科技工学科，臨床検査学科 

■ 宇都宮共同高等産業技術学校 

   木造建築科，畳科，建築設計科，広告美術科，フラワー装飾科 

＜産業支援機関＞ 

■ （財）栃木県産業振興センター 

企業の経営・技術・研究開発・設備資金・情報化・人材育成などを総合的に支援 

センター内に「栃木県よろず支援拠点」を設置 

■ 栃木県産業技術センター 

企業の新技術・新製品開発や技術の高度化を支援する技術開発拠点 

 ■ 栃木県事業引継ぎ支援センター 

   企業の事業引継ぎの様々な課題解決を支援 

■ 宇都宮商工会議所・うつのみや市商工会 

地域の商工業の振興をはじめ，住み良い街づくり・賑わいづくり，地域文化の振興

など，行政や地域団体と連携を図り事業を展開 

■ 栃木県中小企業団体中央会 

組合等の設立や運営に関する指導，異業種の連携や任意グループ形成支援及び中小

企業の様々な経営問題の相談窓口の設置 

■ 宇都宮ベンチャーズ 

新たな事業起こしや企業の新事業への進出を促し，ハード・ソフトの両面から起業

家を支援 
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④ 税収 

・ ２０１７（平成２９）年度の本市税収は，約９３３億４，４０６万円であり，

歳入全体の約４８％を占めています。本市の２０１７（平成２９）年度の自主財

源比率（※）は，中核市５４市中３位となっています。 
 

※ 自主財源比率とは 

市税など，地方公共団体が自主的に収入しうる財源の歳入総額に占める割合で，行政

活動の自主性と安定性を確保しうるかどうかの尺度となるもの 

 

 図表４８ 平成２９年度宇都宮市一般会計決算歳入 

 

 

 

・ 市税収入のうち，個人市民税が約３５％，法人市民税が約１２％，固定資産税

が約３８％を占めています。 

 

 図表４９ 平成２９年度宇都宮市 市税収入の内訳 

 

市税, 47.7

使用

料・手

数料, 
1.7

分担金・負担金, 
1.1繰入金, 1.1

諸収入その他自

主財源, 11.5

国・県支出金, 
23.8

地方交付税, 1.9

地方消費税交付

金, 5.1

地方特例交付金, 
0.2

市債, 4.4 地方譲与税その

他依存財源, 1.5
（％）

固定資産税, 
38.4 

都市計画税, 5.7 
たばこ税, 4.2 

事業所税, 3.7 
軽自動車税, 1.1 鉱産税, 0.0 

入湯税, 0.0 

個人市民税, 
35.2 

法人市民

税, 12.1 

（％）

資料：「平成２９年度一般・特別会計歳入歳出決算概要」より作成

資料：「平成２９年度一般・特別会計歳入歳出決算概要」より作成
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・ ２０１２（平成２４）年度以降の税収の推移を見ると，緩やかな景気回復を背

景に，全体としては増加傾向となっています。 

・ 法人・個人市民税，固定資産税，事業所税などは，企業数や企業の業況などと

連動する側面があるため，市内企業が活性化することによって，市税を安定的に

確保することができます。 

 

 

 

 図表５０ 宇都宮市 市税収入の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

85,000

86,000

87,000

88,000

89,000
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91,000

92,000

93,000

94,000

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

（百万円） 

資料：「平成２９年度一般・特別会計歳入歳出決算概要」より作成
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⑤ 雇用情勢 

・ 有効求人倍率は上昇傾向にあり，全国的に，有効求人倍率が１．０を上回る「売

り手市場」の状況（＝求職者数を求人数が上回る，＜有効求人倍率＝求人数÷求

職者数＞）です。 

・ 特に宇都宮管内（宇都宮市，上三川町，高根沢町）では，全国値を上回る高い

値を示しています。 

 

 

 

 図表５１ 有効求人倍率の推移（全国，栃木県，宇都宮管内） 
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資料：栃木労働局「労働市場月報」 

（％） 
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・ 有効求人倍率を職業別に見ると，「建設・発掘の職業」や「福祉関連事業」，「サ

ービスの職業」において高い値が示されており，このことから，当該業種におい

て人材確保へのニーズが高まっていることが推測されます。 

 

 図表５２ 職業別有効求人倍率の推移（栃木労働局管内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 職業別の有効求人倍率では，事務職が最も低くなっていますが，その求職者数

を見ると，男性が２０，８５８人に対し，女性が４８，７０４人と男性を大きく

上回っており，女性の求職者中「事務職」が４６．２％を占めています。 

 

 図表５３ 栃木県の職種別・男女別求職者内訳（２０１６（平成２８）年度） 

 

 

女性 男性
有効求人倍率

（H29.3時点）

専門・技術職 14,867 17,343 1.96

事務職 48,704 20,858 0.34

販売・営業職 7,072 13,603 1.43

サービス職 14,394 10,006 2.08

保安職 46 1,231 7.58

技能工・製造工 12,299 41,977 0.83

運輸・機械運転職 422 12,422 1.92

建設職 107 5,928 3.90

労務職 7,457 24,470 0.50

合計 105,368 147,838 —

平成28年度〔フルタイム〕

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

H26.4 H26.10 H27.4 H27.10 H28.4 H28.10 H29.4 H29.10

有
効
求
人
倍
率

職業計 専門的・技術的職業

事務的職業 サービスの職業

福祉関連職業合計 生産工程の職業

建設・発掘の職業

資料：栃木労働局「労働市場月報」 

（％） 

資料：うつのみや産業振興ビジョン 
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・ 帝国データバンク宇都宮支店が四半期ごとに行っている人手不足に対する県内

企業の意識調査によると，正社員について「不足」と回答している企業は，安倍

内閣発足後の２０１３（平成２５）年三期目以降，増減を繰り返しながらも増加

傾向にあり，直近の２０１８（平成３０）年１月では「不足」と回答している企

業が４３．７％を占め，県内企業の人手不足が深刻な状況であるといえます。 

・ 非正社員は，正社員と同様，「不足」と回答する企業が増加傾向にあったものの，

直近の回答では，「不足」は２４．２％にとどまっており，正社員と比較すると充

足感が高いと考えられます。 

 

 

 

 

 図表５４ 栃木県内企業の正社員・非正社員の「不足」割合（時系列） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：㈱帝国データバンク 宇都宮支店「人手不足に対する栃木県内企業の意識調査（２０１８年４月）」 
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⑥ 開業率・廃業率 

・ ２０１２（平成２４）年～２０１４（平成２６）年の全国の開業率・廃業率は，

開業率７．４％，廃業率７．３％であったのに対し，栃木県では開業率５．３％，

廃業率５．９％と，ともに全国を下回っています。 

・ 本市では開業率６．７％，廃業率６．６％と，栃木県内では最も高くなっていま

すが，ともに全国を下回っています。  

 

 

 図表５５ ２０１２（平成２４）年～２０１４（平成２６）年の開業・廃業率 

 

        

 

 

 

 

⑦ 倒産状況 

・ 本市の負債総額１千万円以上の企業倒産件数は，２０１１（平成２３）年以

降，微増でしたが，２０１７（平成２９）年は減少しました。 

 

 

 図表５６ 市内倒産件数の推移（負債総額１千万円以上） 

 

 

 

2012年

総数 総数 存続 新設 廃業 新設 廃業 開業率 廃業率

宇都宮市 22,131 22,547 18,954 3,593 3,549 1,487 1,469 6.7% 6.6%

宇都宮市都市圏 48,389 48,554 42,134 6,420 6,850 2,657 2,834 5.5% 5.9%

栃木県 89,194 88,879 77,383 11,496 12,744 4,757 5,273 5.3% 5.9%

地域名

2014年 2012-2014年平均 2012-2014年平均

資料：東京商工リサーチ「栃木県企業倒産状況」を基に作成

資料：うつのみや産業振興ビジョン 
（注）平成２４年経済センサス－活動調査，平成２６年経済センサス－基礎調査を基に作成 

各年１～１２月 

（件） 



47 

⑧ 企業の景況感 

・ 足利銀行が営業地域（栃木県，群馬県，茨城県，埼玉県）の景況判断を把握す

るため，定期的に実施している調査によると，ＤＩは，２０１６（平成２８）年

前半に落ち込みが見られましたが，概ね改善傾向で推移しています。 

 

 

 図表５７ 業況判断ＤＩ値（製造業）（栃木県，群馬県，茨城県，埼玉県） 

 

 

 

図表５８ 業況判断ＤＩ値（非製造業）（栃木県，群馬県，茨城県，埼玉県） 

 

 

資料：第１７９回あしぎん景況調査 

資料：第１７９回あしぎん景況調査 
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⑩ 中心商店街通行量 

・ 通行量がピーク時の１９８５（昭和６０）年以降，２００９（平成２１）年ま

で減少傾向にあった通行量ですが，２０１０（平成２２）年以降は，ほぼ横ばい

の状態が続いています。 

 

 図表６１ 本市中心市街地における歩行者等通行量の推移 

 
 
 
 

・ 平日の通行量は金曜日の１５時以降が顕著に増加し，土，日曜日ともに０時か

ら５時は平日より通行量が多く，６時から１０時は平日より少なくなっています。 

 

図表６２ 曜日・時間帯別通行量 オリオン通り 長谷川時計店前（曲師町） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：平成２９年度商店街通行量調査

ベルモール開店（H16）

109 宇都宮店閉店（H17）

福田屋百貨店郊外移転（H6）

上野百貨店閉店（H12） 宇都宮西武百貨店閉店（H14）

ロビンソン百貨店閉店（H15） 
FKD ｲﾝﾀｰﾊﾟｰｸ店開店（H15） 

188,645

140,283

68,756

58,688

ｵﾘｵﾝｽｸｴｱｵｰﾌﾟﾝ（H18）

うつのみや表参道ｽｸｴｱ・ 
宇都宮城址公園ｵｰﾌﾟﾝ（H19）
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金・土の夜～翌土・日早朝は

平日の昼間と同程度の通行量

資料：平成２９年度宇都宮市・宇都宮大学共同研究報告書
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 ⑵ 産業構造 

  ① 産業別事業所数・従業者数 

・ 産業分類別でみると，事業所・従業者数ともに卸売業，小売業をはじめとする

三次産業が多くを占めています。 

・ 事業所数に占める製造業の割合が５．１％，従業者数に占める製造業の割合が

１３．３％となっていますが，この違いは製造業１社当たりの従業者数が他の産

業と比べて多いものと考えられます。 

 

 図表６３ 本市の産業別事業所数の構成比 

     

 

 

 図表６４ 本市の産業別従業者数の構成比 

     

 

農林漁業, 0.4 

鉱業，採石業，

砂利採取業, 0.0 

建設業, 9.7 
製造業, 5.1 
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情報通信業, 1.0 
運輸業，郵便

業, 2.0 

卸売業，小売

業, 27.1 
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学術研究，専

門・技術サービ

ス業, 5.0 

宿泊業，飲食

サービス業, 
13.0 

生活関連サービ

ス業，娯楽業, 
9.7 

教育，学習支援

業, 3.7 

医療，福祉, 7.6 

複合サービス事

業, 0.4 

サービス業（他

に分類されな

い）, 6.5 

（％）

農林漁業, 0.3 鉱業，採石業，

砂利採取業, 0.0 

建設業, 7.0 

製造業, 13.3 電気・ガス・熱

供給・水道業, 
0.3 

情報通信業, 2.0 
運輸業，郵便

業, 4.6 

卸売業，小売

業, 22.4 

金融業，保険

業, 3.5 
不動産業，物品

賃貸業, 2.4 

学術研究，専

門・技術サービ

ス業, 3.4 

宿泊業，飲食

サービス業, 9.2 

生活関連サービ

ス業，娯楽業, 
4.8 

教育，学習支援
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医療，福祉, 
10.9 

複合サービス事

業, 1.0 

サービス業（他

に分類されな
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（％）

資料：平成２８年経済センサス 

資料：平成２８年経済センサス 
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② 産業別生産額 

・ 産業別生産額の構成比をみると，製造業が約４０％と最も多く，サービス業が

約２０％，卸売・小売業が約１４％と続いています。 

 

 

 

 図表６５ 本市の産業別生産額の構成比 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

製造業, 39.7 

建設業, 4.1 
電気・ガス・

水道業, 1.3 
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業, 
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情報通

信業, 4.2 

サービス業, 
19.9 

農林水産業, 
0.4 

鉱業, 0.1 （％）

 資料：うつのみや産業振興ビジョン 
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・ サービス業や卸売・小売業等，製造業以外の生産額が横ばいであるのに対し，

製造業の生産額は２０１２（平成２４）年以降急激に増加しています。 

・ これは，北関東自動車道の開通などにより，首都圏をマーケットとする生活関

連型（※）業種において，本市の拠点性が高まったことが背景にあると見られて

います。（「飲料・たばこ」の一部事業者の出荷額が大幅に増加したことも大きな

要因） 

 

   ※ 生活関連型とは 

     Ｐ５８「※ 産業３類型」参照 

 

 図表６６ 本市の産業別生産額の推移 
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資料：うつのみや産業振興ビジョン 
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・ 国内の他都市圏及び中核市と宇都宮都市圏及び宇都宮市の経済規模を比較して

みると，２０１２（平成２４）年に宇都宮都市圏の事業所で生み出された付加価

値（経済センサスでは企業の利益・家計の所得に租税公課を合わせたもの。県民

経済計算における総生産に該当）は２兆２，１６７億円であり，全国で１２番目

の経済規模となっています。 

・ 宇都宮都市圏の人口規模が全国で１５位であることを踏まえると，人口規模に

比べて，経済規模が大きい都市圏であると言えます。 

・ また，中核市との比較では，製造業だけでなく，商業・サービス業など幅広い

業種で中核市の上位に位置しており，１兆１，０４１億円で，宇都宮市が第１位

の経済規模となっています。 

 

 

図表６７ 国内主要都市及び中核市との付加価値額の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付加価値額 人口 付加価値額 人口

（億円） （万人） （億円） （万人）

1 東京 816,815.6 3,175.0 宇都宮市 11,041 51.9

2 大阪 237,857.2 1,197.4 姫路市 10,479 53.6

3 名古屋 117,638.6 533.6 金沢市 9,920 46.6

4 福岡 48,415.3 261.2 富山市 9,524 41.9

5 神戸 48,370.4 293.6 鹿児島市 9,412 60.0

6 札幌 37,290.7 241.7 東大阪市 9,328 50.3

7 京都 36,148.6 225.1 倉敷市 9,071 47.7

8 仙台 32,469.2 163.7 豊田市 8,988 42.3

9 広島 30,555.8 153.2 八王子市 8,804 57.8

10 岡山 26,550.4 148.3 高松市 8,639 42.1

11 前橋・高崎 22,435.8 125.3 大分市 8,387 47.8

12 宇都宮 22,167.1 112.0 尼崎市 7,861 45.3

13 浜松 21,017.8 104.4 福山市 7,858 46.5

14 北九州 20,746.1 132.5 松山市 7,770 51.5

15 静岡 19,927.0 98.8 岐阜市 7,728 40.7

自治体名都市圏名順位

資料：うつのみや産業振興ビジョン 



54 

・ 国内の他都市圏及び中核市と宇都宮都市圏及び宇都宮市の産業構造を特化係数

（※）から比較してみると，宇都宮都市圏は「農林漁業」「製造業」「学術研究，

専門・技術サービス業」への強い特化が，宇都宮市は「製造業」「電気・ガス・熱

供給・水道業」「情報通信業」「学術研究，専門・技術サービス業」への特化が顕

著です。 

 

 図表６８ 本市の業種別特化係数 

 

 

※ 特価係数とは 

・ ある一定の地域の産業の構成比（生産額・雇用者数等）を全国（もしくは一定の地

域を含むより広い地域）の対応する産業構成比で基準化したもの。 

・ ある地域の産業の構成比Ｘ％を全国の当該産業の構成比Ｙ％で除して求められる。

例えば，ある地域の製造業の構成比が３０％で，全国の製造業の構成比が１５％であ

れば，３０％÷１５％＝２．０となり，特化係数は２．０となる。 

・ この特化係数が１．０以上であれば，全国に比べて，ある地域の当該産業は，相対

的に集積していると考えることができるため，地域の特色ある産業を特定するために

用いられる。 

ただし，ある産業の特化係数が１．０以上あることが，直接その産業の競争力を意

味するわけではない。例えば，日本が世界的にみても弱い産業分野（構成比が小さい）

があるとして，ある地域が日本全国よりもやや構成比が高ければ，特化係数は１．０

以上となるが，それが競争力の高さを意味しないといった例が挙げられる。 
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資料：うつのみや産業振興ビジョン 



55 

⑶ 各産業の現状 

  ① 農業 

   ・ 他の中核市と比較すると，２０１５（平成２７）年の本市の耕地面積は第４位

（１２，２５８ｈａ），販売農家戸数は第７位（３，９０５戸），農業就業人口は

第９位（６，１３３人）となっており，大きな生産規模を有しています。 

   ・ しかしながら，総農家戸数は，２０年前の１９９５（平成７）年からみて，    

６５％と減少傾向が続いています。 

   ・ 推移の内訳をみると，兼業農家が減少する一方で，自給的農家と専業農家は減

少していません。 

 

図表６９ 本市の専兼別総農家戸数の推移 

    （戸） 
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資料：農林業センサス 
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・ ２０１６（平成２８）年の本市の農業産出額は２１９億３千万円（推計値）で，

２００５年（平成１７）年の２０７億６千万円（推計値）から１１億７千万円増

加していると推計されます。 

   ・ 品目別では，米・麦等の穀類が減少し，野菜が特に増加していると推計されま

す。 

   ・ 生産額に占める品目別の構成比は，野菜の占める割合が最も高く，２０１６（平

成２８）年で３７％となっています。 

 

図表７０ 本市の品目別農業産出額の推移 

    （百万円） 
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資料：農林業センサス結果等を活用した市町村別農業算出額の推計結果 
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   ・ 本市では，鬼怒川水系を中心とした良好な水田地帯，市域東西部の台地畑作地

帯で形成される約１０，０００ｈａに及ぶ広大な経営耕地を基盤とした恵まれた

生産条件を活かしながら，「米」や「麦」をはじめとして，「いちご」，「トマト」，

「梨」，「にら」，「アスパラガス」，黒毛和牛の「宇都宮牛」など様々な作物が生産

されています。 

 

図表７１ 本市で生産されている主な農産物（栽培面積・出荷量・生産額） 

主要農産物 栽培面積 出荷量 生産額 備考 

 米   4,795ha 17,450t 4,003 百万円 2017 産（JA うつのみや調べ） 

小 麦 345ha 1,183t 20 百万円 2017 産（JA うつのみや調べ） 

二 条 大 麦 477ha 1,983t 156 百万円 2017 産（JA うつのみや調べ） 

大 豆 184ha 291t 18 百万円 2017 産（JA うつのみや調べ） 

主な野菜・果実 栽培面積 出荷量 生産額 備考 

い ち ご 33ha 1,506t 1,715 百万円 2017 産（JA うつのみや調べ） 

ト マ ト 30ha ※4,218t ※1,206 百万円
2017 産（JA うつのみや調べ） 

※上三川町分含む。 

に ら 11ha 237t 136 百万円 2017 産（JA うつのみや調べ） 

き ゅ う り  3ha 221t 68 百万円 2017 産（JA うつのみや調べ） 

アスパラガス 7.3ha 110t 121 百万円 2017 産（JA うつのみや調べ） 

た ま ね ぎ  8.7ha 405t 36 百万円 2017 産（JA うつのみや調べ） 

 梨   179ha ※3,430t ※941 百万円

2017 産 

（JA うつのみや・宇梨農協調べ）

※上三川町分含む。 

主な花き 栽培面積 出荷量 生産額 備考 

ゆ り 2.3ha 656 千本 151 百万円 2017 産（JA うつのみや調べ） 

ば ら ※2.1ha ※1,545 千本 ※149 百万円
2017 産（JA うつのみや調べ） 

※上三川町分含む。 

主な畜産 飼養戸数 出荷頭数 生産額 備考 

肥育牛（黒毛和種） 13 戸 355 頭 430 百万円 2017 産（JA うつのみや調べ） 

肥育牛（交雑種） 1 戸 18 頭 16 百万円 2017 産（JA うつのみや調べ） 

 
 

 

 

 

資料：河内地方の農業・農村 
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② 工業 

・ 本市の製造品出荷額は，２００８（平成２０）年の世界金融危機，２０１１（平

成２３）年の東日本大震災の影響を受けたものの，長期的には増加してきており，

２０１４（平成２６）年の１９．８億円は，１９９０（平成２）年以降で最高水

準となっています。 

 

 

 

 図表７２ 市内事業所の製造品出荷額等の推移 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：政策審議室（工業統計調査，平成２４年経済センサス－活動調査（製造業），平成２６年経済センサス

－基礎調査（製造業）結果）を基に作成 
 
注１：製造品出荷額等・付加価値額は，従業員４人以上の事業所 
   資産投資額は，平成１２年以前は従業者数１０人以上，平成１３年以降は３０人以上の事業所が調査対

象，平成２３年の数値は把握せず。 
注２：平成１８年以前は，旧上河内町，旧河内町を含む。 
注３：平成２３年は「平成２４年経済センサス－活動調査（製造業）」結果，調査時点は平成２４年２月１日

現在 
注４：平成２６年の事業所数及び従業者数（人）全数は「平成２６年経済センサス－基礎調査（製造業）」結

果，調査時点は平成２６年７月１日現在 

各年１２月３１日現在（金額：百万円） 
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・ 中核市と本市の比較をみると，本市は６位の出荷額となっています。上位５市

は世界的な自動車製造の中心地である豊田市以外は臨海部の基礎素材型（※）に

強みを有する都市であり，生活関連型（※）に強みを有する都市では本市が全国

１位となっています。 

   ・ また，宇都宮工業団地や清原工業団地には多くの誘致企業が立地しており，そ

れらの誘致企業が市内製造業に占める割合は，事業所数で１７．４％，従業者数

で５１．５％，製造品出荷額等で８０．７％となっており，本市の製造業におい

て大きな役割を果たしています。 

 

 図表７３ 中核市との製造品出荷額の比較 

 

 

※ 産業３類型 

類型 業種 

生活関連型 食糧品，飲料・たばこ・飼料，繊維，家具・装飾品，印刷・同関連，なめし

革・同製品・毛皮，その他製造業 

基礎素材型 木材・木製品，パルプ・紙・紙加工品，化学，石油製品・石炭製品，プラス

チック製品，ゴム製品，窯業・土石製品，鉄鋼，非鉄金属，金属製品 

加工組立型 はん用機械器具，生産用機械器具，業務用機械器具，電子部品・デバイス・

電子回路，電気機械器具，情報通信機械器具，輸送用機械器具 

製造業合計

（億円） （順位） （億円） （順位） （億円） （順位） （億円）

1 豊田市 127,148 15 1,406 8 5,123 1 120,619

2 倉敷市 43,046 5 2,611 1 34,555 5 5,867

3 大分市 29,029 40 503 2 23,570 9 4,954

4 姫路市 21,668 8 2,165 3 11,296 3 8,207

5 福山市 18,520 6 2,289 5 10,735 6 5,454

6 宇都宮市 18,147 1 7,823 11 4,366 4 5,943

7 岡崎市 16,255 14 1,605 25 1,456 2 13,193

8 和歌山市 14,960 24 1,016 4 10,789 17 2,715

9 尼崎市 13,203 38 544 6 7,331 7 5,307

10 豊橋市 11,270 7 2,194 14 3,897 8 5,050

11 富山市 10,804 17 1,369 10 5,075 12 4,310

12 川越市 10,329 18 1,180 12 4,285 10 4,850

13 東大阪市 10,064 11 1,913 7 5,503 18 2,647

14 呉市 9,532 46 351 9 5,104 15 4,051

15 いわき市 8,837 23 1,022 13 4,230 16 3,583

16 郡山市 8,444 3 3,369 18 2,429 19 2,646

17 高崎市 7,075 10 1,975 16 2,821 21 2,255

18 枚方市 7,020 27 918 19 1,948 14 4,141

19 船橋市 6,026 2 3,559 20 1,899 37 568

20 前橋市 5,509 12 1,822 26 1,190 20 2,468

都市圏名
生活関連型 基礎素材型 加工組立型

資料：うつのみや産業振興ビジョン 
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・ 対全国の特化係数を製造品出荷額等及び従業者数の２指標から求めると，「飲

料・たばこ・飼料」「化学」「生産用機械器具」「業務用機械器具」「情報通信機械

器具」の５業種において，これら２指標ともに特化係数が１を超えています。ま

た，従業者数の特化係数のみが１を超えている業種は「パルプ・紙・紙加工品」「プ

ラスチック製品」「輸送用機械器具」の３業種となっています。 

これらの業種のうち，製造品出荷額等や従業者数で上位にある「飲料・たばこ・

飼料」「化学」「業務用機械器具」「生産用機械器具」「輸送用機械器具」といった

業種が，本市の製造業で比較的強みを持つ，または特徴がある業種と考えられま

す。 

 

 

 

 図表７４ 本市製造業の特化係数 
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資料：うつのみや産業振興ビジョン 
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   ・ 一方で，本市における産業集積を製造品出荷額上位１００市区町村と比較する

と，強い特化を示す業種（産業小分類）は，上位１００市区町村の中央値が８業

種に対して，本市は３業種（たばこ製造業，航空機・同附属品製造業，農業用機

械器具製造業）となっており，製造品出荷額上位市区町村と比べた場合は，相対

的に経済の耐久力（注）が構築されていないといえます。（注：耐久力は産業集積

の業種数の多寡で判断） 

 

 図表７５ 本市製造業の特化産業数（対製造品出荷額上位１００地区町村） 

 特化産業数 事業所数の

変化 

従業員数の

変化 

出荷額の 

変化 

事業所 

変化率 

従業員 

変化率 

出荷額 

変化率 

宇都宮市 3 -141 -2,078 2.41×10⁶ -0.2 -0.06 0.02

上位 100 市区町村 

平均値 
7.82 -230 -2,017 2.28×10⁷ -0.21 -0.01 0.26

上位 100 市区町村 

中央値 
8 -116 -401 3.19×10⁷ 0.1 0.14 0.34

※強い特化を示す特化係数「4」以上の産業（小分類）を抽出 

 

 

   ・ また，本市製造業がそれぞれどの企業と取引関係を築いているかを分析すると，

業種による棲み分けが強く，大手企業が結節点にいない（市内企業への発注が少

ない）ことがわかります。 

     このようなことから，本市経済をけん引してきた製造業においても，産業集積

の「多極化」や地域の中核となる企業の創出・育成が図られることで，より一層

産業基盤を強化できる余地があるといえます。 

 

 図表７６ 本市製造企業の取引ネットワーク 

 

資料：うつのみや産業振興ビジョン 

資料：うつのみや産業振興ビジョン 
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③ 商業 

・ 本市の商圏構成エリア（第１次～第３次商圏）（※）は２７市町に及び，商圏内

の人口は約６９万人（注）となっています。（注：居住人口である宇都宮市人口は

含まない。） 

・ 県内他市町からの吸収人口は約２７万人となっており，本市の地元購買人口と

合わせると約７３万人となり，県全体の買い物先の約３６％を本市が占めていま

す。 

 

 図表７７ 宇都宮商圏の構成（２０１４（平成２６）年） 

 
 

※ 第１～３次商圏，影響圏 

商圏 範囲 

第１次商圏 宇都宮市での購買率が３０％以上のエリア 

第２次商圏 宇都宮市での購買率が２０％以上３０％未満のエリア 

第３次商圏 宇都宮市での購買率が１０％以上２０％未満のエリア 

影響圏 宇都宮市での購買率が１％以上１０％未満のエリア 

資料：栃木県「平成２６年度地域購買動向調査報告書」 注： 上河内町・河内町は，平成１９年に本市と合併して

いますが，宇都宮商圏の構成をよりわかりやすくす

るため，旧市町名で記載しています。 
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・ 宇都宮都市圏は人口では栃木県の約６割を占めていますが，商業の規模ではさ

らにそのシェアは高くなり，「事業所・従業者・年間商品販売額の項目別」「商業

全体・卸売・小売の業種別」において，約９割のシェアを有しています。 

・ 特に本市は，卸売の年間商品販売額で栃木県の５５．３％，小売では３０．７％

を占め，商業活動の中心となっています。 

 

 図表７８ 栃木県内の商業の状況（２０１４（平成２６）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宇都宮市 構成市町

（所） 16,247 4,446 11,801 1,451 17,698

（％） (91.8) (25.1) (66.7) (8.2) (100.0)

（人） 118,408 40,135 78,273 8,248 126,656

（％） (93.5) (31.7) (61.8) (6.5) (100.0)

（億円） 43,483 20,402 23,080 2,172 45,654

（％） (95.2) (44.7) (50.6) (4.8) (100.0)

（所） 3,850 1,386 2,464 212 4,062

（％） (94.8) (34.1) (60.7) (5.2) (100.0)

（人） 31,058 14,205 16,853 1,457 32,515

（％） (95.5) (43.7) (51.8) (4.5) (100.0)

（億円） 24,977 14,342 10,635 967 25,944

（％） (96.3) (55.3) (41.0) (3.7) (100.0)

（所） 12,397 3,060 9,337 1,239 13,636

（％） (90.9) (22.4) (68.5) (9.1) (100.0)

(人) 87,350 25,930 61,420 6,791 94,141

（％） (92.8) (27.5) (65.2) (7.2) (100.0)

（億円） 18,506 6,060 12,446 1,205 19,710

（％） (93.9) (30.7) (63.1) (6.1) (100.0)

(万㎡) 249.8 74.0 175.8 15.1 264.9

（％） (94.3) (27.9) (66.3) (5.7) (100.0)

商
業

その他 栃木県単位分類

事業所数

従業者数

年間商品
販売額

売場面積

小
売
業

卸
売
業

　　宇都宮都市圏

年間商品
販売額

年間商品
販売額

事業所数

従業者数

事業所数

従業者数

資料：うつのみや産業振興ビジョン 
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・ 小売業の事業所数は，２０１２（平成２４）年までは減少傾向にありましたが，

２０１４（平成２６）年から２０１６（平成２８年）にかけては微増しており，

市全体に占める中心市街地（※）の事業所数の割合は，１９９７（平成９）年と

比較して２００７（平成１９年）は，１．７％低下しています。 
 

   ※ 中心市街地とは 

     Ｐ４７「図表５９ 本市中心市街地のエリア」参照 

 

図表７９ 本市小売事業所数の推移 

 

   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：第２期宇都宮市中心市街地活性化基本計画と平成２６年経済センサス－基礎調査，平成２８年経済セ

ンサス－活動調査を基に作成 
（注１）平成９～１９年は「商業統計調査」の結果を基に，中心市街地の比率を把握していたが，「経済セン

サス」の創設に伴い商業統計調査は休止。 
（注２）平成２４年以降は「経済センサス」の商業統計の数値を参考値としており，「経済センサス」では，

中心市街地の占める割合の数が把握できないため，平成２４年以降の中心市街地の比率は空白とな

っている。

事業所数（店） 中心市街地の比率 
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・ 小売業の売場面積は，１９９７（平成９）年から２０１６（平成２８）年にか

けて，増減を繰り返しながら横ばいの状態が続いており，市全体に占める中心市

街地の売場面積の割合は，１９９７（平成９）年と比較して２００７（平成１９

年）は，１０．９％低下しています。 
 
図表８０ 本市小売業売場面積の推移 

 

   
 
 
 

・ 小売業の年間商品販売額は，１９９７（平成９）年から２０１６（平成２８）

年にかけて，増減を繰り返しながら横ばいの状態が続いており，市全体に占める

中心市街地の年間商品販売額の割合は，１９９７（平成９）年と比較して２００

７（平成１９）年は７．９％低下しています。 
 
図表８１ 本市小売業年間商品販売額の推移 
 

   

資料：第２期宇都宮市中心市街地活性化基本計画と平成２６年経済センサス－基礎調査，平成２８年

経済センサス－活動調査を基に作成 

売場面積（㎡） 中心市街地の比率 

資料：第２期宇都宮市中心市街地活性化基本計画と平成２６年経済センサス－基礎調査，平成２８年

経済センサス－活動調査を基に作成

年間商品販売額（百万円） 中心市街地の比率 
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④ サービス業 

・ 一次産業（農林漁業），二次産業（建設・製造・鉱業）を除いた三次産業（広義

のサービス業）は，県庁所在地である本市に集積しており，本市の事業所・事業

従事者の約８割，付加価値額の約７割を占める重要な産業分野となっています。 

・ 従事者一人あたりの付加価値額（生産性）をみると，サービス業全体では製造

業・建設業に及ばないものの，業種別では「電気・ガス・熱供給・水道業」「金融

業・保険業」「学術研究，専門・技術サービス業」が製造業を上回る生産性を示し

ています。 

人手不足の進展に対応するためには，生産性を向上させていくことが必要とな

ります。 

 

 図表８２ 本市の産業構造に占めるサービス業の位置（２０１４（平成２６）年） 

 
 

 

 

 

 

産業大分類
付加価値額

/ 従業者

（百万円）

A～B 農林漁業 64 (0.3) 720 (0.3) 2,128 (0.2) 3.0

C 鉱業，採石業，砂利採取業 13 (0.1) 92 (0.0) 227 (0.0) 2.5

D 建設業 1,868 (10.0) 15,705 (7.5) 86,500 (7.8) 5.5

E 製造業 1,112 (6.0) 34,749 (16.7) 259,614 (23.5) 7.5

サービス業計（Ｆ～Ｒ） 15,617 (83.6) 156,895 (75.4) 755,666 (68.4) 4.8

F 電気・ガス・熱供給・水道業 18 (0.1) 1,185 (0.6) 23,693 (2.1) 20.0

G 情報通信業 236 (1.3) 5,088 (2.4) 34,530 (3.1) 6.8

H 運輸業，郵便業 356 (1.9) 9,960 (4.8) 43,093 (3.9) 4.3

I 卸売業，小売業 5,065 (27.1) 48,099 (23.1) 236,009 (21.4) 4.9

J 金融業，保険業 449 (2.4) 7,786 (3.7) 78,201 (7.1) 10.0

K 不動産業，物品賃貸業 1,307 (7.0) 4,828 (2.3) 29,200 (2.6) 6.0

L 学術研究， 専門・技術サービス業 930 (5.0) 7,649 (3.7) 59,022 (5.3) 7.7

M 宿泊業，飲食サービス業 2,214 (11.9) 19,032 (9.1) 32,460 (2.9) 1.7

N 生活関連サービス業，娯楽業 1,813 (9.7) 9,235 (4.4) 29,185 (2.6) 3.2

O 教育，学習支援業 649 (3.5) 6,501 (3.1) 30,802 (2.8) 4.7

P 医療，福祉 1,226 (6.6) 18,619 (8.9) 91,982 (8.3) 4.9

Q 複合サービス事業 96 (0.5) 940 (0.5) 4,371 (0.4) 4.7

R サービス業(他に分類されないもの) 1,258 (6.7) 17,973 (8.6) 63,118 (5.7) 3.5

合計 18,674 (100.0) 208,161 (100.0) 1,104,135 (100.0) 5.3

事業所数

（事業所）

事業従事者数

（人）

付加価値額

（百万円）

資料：うつのみや産業振興ビジョン 
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⑤ 地場産業 

   ・ 本市には，宮染めや黄鮒など，長い歴史と伝統に育まれた様々な伝統工芸品や

大谷石，日本酒などの地場に根付いた産業があります。 
 
     【県指定の市内伝統工芸品（１２品目）】 
      曲物，挽物，指物，和太鼓，宮染め，ふくべ細工・黄鮒，野州てんまり， 

三味線，和弓用矢，琴，大谷石細工 
 
     【大谷石】 

本市の特産物で堆積岩の一種である凝灰岩。耐火性に優れ，石質が柔らかいの

が特徴。また，他の岩石よりも軽く，加工しやすく，独特のやわらかな風合いを

持つため，外装材や内装材のほか，灯篭などの工芸品に用いられている。 

 

     【日本酒】 

      本市は，おいしい水に恵まれ，おいしい米も取れるなど，日本酒を造るには

最適な場所であり，近年では，世界最大級の酒類品評会でメダルを受賞するな

ど，質の高い日本酒が生産されている。 
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 ⑥ 観光 

・ 栃木県を訪れる観光客（観光入込客）は年々増加しており，２０１７（平成２９）

年は約９，３００万人となっています。このうち，約１，５００万人（１６．２％）

が本市を訪れていますが，これは世界文化遺産を持つ日光市の１，２０９万人を上

回っています。 

 

 

 

 図表８３ 栃木県・入込客数上位５市の観光入込客数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（百万人） （百万人）

資料：栃木県観光入込数・宿泊数推定調査 
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・ 宿泊客数は栃木県の年間延べ宿泊客数８３６万人のうち，本市は１５９万人と，

日光市，那須町に次ぐ結果となっています。 

・ 近年大幅に増加しているインバウンド（延べ外国人宿泊客数）についても，本

市は８．４万人と日光市に次ぐ結果となっており，栃木県全体の観光消費の活性

化に重要な役割を担っています。 

 

 

 図表８４ 栃木県及び主要宿泊地（市町）の宿泊者数の推移 

 

 

 

 図表８５ 栃木県及び主要宿泊地（市町）の外国人宿泊者数の推移 

 

 資料：栃木県観光入込数・宿泊数推定調査 

（千人） （千人） 

（千人） （千人） 

資料：栃木県観光入込数・宿泊数推定調査 
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・ 本市には，全国的な知名度を誇る「餃子」や日本遺産に登録された「大谷」の

ほか，「自転車」や「３人制バスケットボール」の国際的なスポーツイベントなど，

豊富な観光資源があります。 
 
図表８６ 本市の主要な観光資源一覧 

区分 観光資源 

従
来
型
の
観
光
資
源 

名所・旧跡，文

化施設等  

文化・歴史 

平和観音，大谷資料館，大谷磨崖仏（大谷寺），大谷景観公園，多気不動尊，多気山

城，二荒山神社，松が峰教会，聖ヨハネ教会，旧篠原家住宅，大豆三粒の金仏（善願

寺），鉄塔婆（清巌寺），およりの鐘（宝蔵寺），蒲生神社，大いちょう，清明館，長岡百

穴，汗かき阿弥陀（一向寺），野口雨情旧居，戊辰の役戦士墓，羽黒山神社，岡本家住

宅，白澤宿，宇都宮城址公園，飛山城史跡公園，うつのみや遺跡の広場，ジャズ  
美術館・ 
博物館 

宇都宮美術館，栃木県立美術館，栃木県立博物館，栃木県子ども総合科学館，うつの

みや妖精ミュージアム，上河内民俗資料館  

レジャー施設 
道の駅ろまんちっく村，宇都宮動物園，とちのきファミリーランド，八幡山公園，緑水公

園，みずほの自然の森公園，オリオンスクエア（イベント開催地）・バンバ広場（イベント開

催地）  

温泉 
ろまんちっく村温泉館，梵天の湯，天然温泉 ザ・グランドスパ 南大門，ただおみ温泉，

ベルさくらの湯，ふくろう乃湯， 

食資源 
餃子，カクテル，宇都宮牛，梨（Premium13），トマト(Premium7)，アスパラガス（アスパラリ

ン），屋台横丁，宮カフェ，レモン牛乳，地ビール，地酒，雷都物語シリーズ，あゆのくされ

ずし，しもつかれ 

季節の花木等 

羽黒山神社のろう梅，ろまんちっく村のカタクリ，御用川の桜堤，桜づつみ園，城山西小

学校の孝子桜，祥雲寺のしだれ桜，八幡山の桜，蒲生神社の桜，慈光寺の桜，二荒山

神社の桜，新川の桜並木，宇都宮大学工学部前の桜並木，総合運動公園の桜，日光街

道の桜並木，塚山古墳のツツジ，羽黒山のヤマツツジ，鬼怒グリーンパーク白沢のポピ

ー，うつのみや遺跡の広場のキスゲ，ろまんちっく村の ラベンダー，日光街道のアジサ

イ，ろまんちっく村のコスモス，田川コスモスロード，駅東公園のイチョウ並木，成願寺の

イチョウ，蛍（梵天の湯）  
ショッピング 東武百貨店宇都宮店，PARCO，FKD（宇都宮店，インターパーク店），ベルモール 

イベント 

ふるさと宮まつり，うつのみや花火大会，天下一関白神獅子舞，LOVE かみかわち  サ

マーフェスティバル，フェスタ in 大谷，宇都宮餃子祭り，宮の市，さつき&花フェア，農林

業祭，うつのみや食育フェア，梵天祭り，宇都宮カクテルカーニバル，宇都宮カクテルナ

イト，宇都宮ジャズクルージング，ミヤ・ストリートギグ，ミヤ・ジャズイン，みやびぃ百人一

首フェスタ，百人一首市民大会，駅からハイキング，宮コン 

ニ
ュ
ー
ツ
ー
リ
ズ
ム
の
観
光
資
源
（
※
） 

スポーツ  

スポーツ観戦・ 
スポーツイベン

ト  

栃木サッカークラブ（栃木県グリーンスタジアム），リンク栃木ブレックス（ブレックスアリー

ナ宇都宮），宇都宮ブリッツェン，ジャパンカップサイクルロードレース，全日本シクロクロ

ス選手権大会，うつのみやサイクルピクニック ，3×3ワールドツアーうつのみやマスタ

ーズ，宇都宮マラソン大会，宇都宮競輪 

するスポーツ 
宇都宮市体育館，栃木県立体育館，栃木県総合運動公園，宇都宮スケートセンター，ド

リームプールかわち，鬼怒グリーンパーク白沢，ゴルフ場，パラグライダースクール，乗

馬施設  

ハイキング・  
サイクリング  

冒険活動センター，古賀志山，宇都宮アルプス（篠井富屋連峰），羽黒山，宇都宮市森林

公園，子どもの森公園，田川ｻｲｸﾘﾝｸﾞﾛｰﾄﾞ，鬼怒川ｻｲｸﾘﾝｸﾞﾛｰﾄﾞ，山田川ｻｲｸﾘﾝｸﾞﾛｰﾄﾞ，

宇都宮市ｻｲｸﾘﾝｸﾞﾀｰﾐﾅﾙ，宮ｻｲｸﾙｽﾃｰｼｮﾝ，レンタサイクル   

農業体験・観光農園 
ろまんちっく村，逆面地区（田植え・稲刈り），篠井地区（うどん作り），いちご狩り，なし狩

り，りんご狩り，たけのこ狩り，ぶどう狩り，ハーブ農園   

産業観光・工場見学 工場見学（工業団地），餃子作り体験，市場見学，大谷石の石彫体験・石細工体験 

ポップカルチャー 
フェスタ（ホビー専門店の複合施設），デジタルまんが甲子園，アニメ関連イベント，ミヤリ

ー，とちまるくん  

 

注釈）ニューツーリズムの観光資源は，原則として観光庁「観光立国推進基本計画」で示されたニューツーリズムに沿って分

類したが，食資源については本市においてはニューツーリズムと位置づけるのは適切でないと判断し，従来型観光資源に分

類している。 
 資料）各種資料より作成 

 資料：第２次宇都宮市観光振興プラン


